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1 ．研究の 背景 と位置づけ

　 1999年 8月 （Mw7 ，4）と ll月（Mw7 ．2）に 発 生 した トル コ ・

マ ル マ ラ地 震 か らの 都市 復興 は 「既成 市 街 地 へ の 建 築制

限 と3万7千 戸 に及 ぶ 郊 外 丘 陵 地 へ の 恒 久 住 宅 団地 建設 」

を特 徴 と した 「移 転復 興 」 事例 と して 報 告 され て きた
1） ．

「移 転 復 興 」 とい う場 合．我 が 国 の 防 災 集合 移 転 事業 の

よ うに居 住 地 と して の 再 建 を 断念 し，別 の 場 所 へ 移 転す

る方 式 が 想 定 され る が，マ ル マ ラ地 震 にお け る被災都市

復興 の 多 くは ，現地 敷 地 で の 建 物 再建 形 態 （階数 ） を規

制 し，代わ りに 郊外地 域で 計画的 に 市街地整 備 と誘導 を

図 るい わ ば 「母 都 市成長 管理 型移転復 興 」 と考 え られ る

方式で，この 方式 に よ り都 市復 興 が進 め られ た都 市 と し

て ，本 稿で 対象 とす る アダパ ザル の 他，イ ズ ミ ッ ト，ヤ

ロ ワ
， デ ュ ズ ジ ェ

，
ボ ル とい っ た 都 市 が あ る，

　 ア ダパ ザ ル は こ の 「既成 市街 地 へ の 建 築 制 限 と郊外 丘

陵地 へ の 恒 久住 宅 団地 建 設 」 に加 えて ， 後 述す るが  地

方 政府 （大 都市 圏庁 ） に よ る被 災 者 向 け にこ だ わ らな い

宅 地 開発 （り，  中心 部 に お け る 階数 制 限 下 の 商 業 業務 機

能維持 とい う方針 に 基づ く都市復興が 特徴的 で あ る．
　 ア ダパ ザ ル に お け る マ ル マ ラ地 震か らの 復興 を め ぐっ

て は，ア ダパ ザル に お ける構造物被害や都市復興計画ス

キーム につ い て の 報告
2） ，応 急 テ ン ト村 や仮 設 住 宅 とい

っ た応 急 住宅 対応 に 関す る トル コ 政府 や ア ダ パ ザル 大都

市 自治体 に よる 公 的 レ ポート，市 民社 会 論 の 視 点 か らの

応急対応 に 関す る考証
3） とい っ た先行研究が あ る が，郊

外 で の 住宅 地 整 備 と 中 心 市街地 で の 建 物 階数制限 とい う

都市復興手 法上 の 特徴をもつ ア ダパ ザル の 都市復興実態

に つ い て ，即 地 的な現 地 調 査 は実施され て お らず，被災

した 地域 で 復興 に 向 け て建 築 制 限 が 強化 され た際 ，そ の

制限下で どの よ うな都市復興 に なる か，明らか に され て

い ない ，よ っ て本 研 究 で は ，
1999年 に発 生 し た トル コ マ

ル マ ラ 地 震 に お け る ア ダパ ザル の 都 市 復 興 に 関 し，中心

市街 地 で 階数制 限が 導入 され た 場合 の 空 間再建遷 移 に つ

い て 検 証 す る とい う問題 意 識 か ら，次 の 3 点 を 明 らか し

よ うとす る もの で あ る．
　第 1にア ダパ ザル にお け る主 に トル コ 災害法 に基づ く公

共 事 業 住 宅 省 に よ る復 旧復 興 対応 と，被 災 地 域 の 自治 体

で あ る アダ パ ザル 市 （2000年 に大 都市 自治 体 ） の 都市 復

興 へ の 取 り組 み を整 理 し，現 地 再建 調査 の 位 置 づ け を 明

らか に す る．第2に 発災か ら9年後の 2008年時 点 で の 再建

状況 を ア ダ パ ザル 市 に よ る 被害状況 結 果 を空 間マ ッ チ さ

せ て分 析 す る，第3に2005年，2006年 に も実施 し た 現 地 再

建調 査か ら発 災か ら6年 目，7年 目，9年 目の 計3時点で の

市街 地 空 間遷移 を，遷 移確 率行列 を用 い て 分 析 す る．
　本 研 究 で 用 い る データは，現 地調 査 で 得た観 察測 定デ
ータ ， 大 都 市 圏 自治 体 や 中央 政府 と い っ た 関係 機 関 へ の

聞 き取 り記 録 と入 手 資料．住家再建者 へ の イ ン タ ビ ュ
ー

記録 に依 っ て い る．

2 ．アダパ ザ ル に おける住宅再建と復興都市計画

　被 災 地全 体 の 住 宅再 建 と都 市復興 に つ い て は 中林 ら
4）

に詳 しい ．ア ダパ ザル に お け るマ ル マ ラ地震発 生 か ら避

難 生 活 対 応 お よび 住宅 再建 の 全 体的 な様 相 を，現地 入手

資料お よ び 関係機関へ の 聞き取 りか ら整理 して お く．
　G削  

5）や Balamir6）も指 摘 す る よ うに，トル コ にお け

る 被災都 市の 都市復興
・
住宅再 建 は ，主 に 災害法 （7269

号 ， 1959年 制定 ） と都市計 画法 （3194 号 ， 1985年 制 定 ）

の 2 つ を根拠 と し，こ れ に 大都市 圏庁 区域で は 大都市圏

319

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Institute of Social Safety Science

NII-Electronic Library Service

エnstitute 　 of 　 Sooial 　 Safety 　 Soienoe

法令 （3030号法令，1984年制定） が加わ る．マ ル マ ラ地

震 で も こ の 法 制 度 が 適 用 され た．以 下，本 文 で 災 害法 と

は 7269号法を，都市計画法は 3194 号法をさす．

　ま た 復 興 事業 の 主体 とし て ， トル コ 公 共 事 業住宅省 は，
災害法 13条 に 基 づ き，後述す る被害調査 認定，仮設住宅

供給 な ど 国 に よ る 災害対 応 の 拠 点 と な る 技 術委員 会 を国

／ 地 域／ 県 とい っ た適 切 な範 囲 で 設 置 す る．マ ル マ ラ 地

震で は ，中央政府 の 災害本部に 加 え て ，サカ ル ヤ県を含

む 5 つ の 県 に技術委 員会が設 置 され た．また 災害 法 第 29

条 に 基づ き，中央政府は 恒久住宅 の 建設 にあた っ たが，
1968 年 の 災 害法 追加 第 5 条 に基 づ き，そ の 建 設 実施組 織

が ア ン カ ラ と各県 に 設置され た．

（1）アダパ ザル に おける人的および建物被害

　 首相府 危機 管理 セ ン タ
ー

資料 に よ れ ば，被災地 全体 の

人的被害は死 者 18，243人，負傷者 48，901人で あ るO｝．ア

ダパ ザ ル 大都 市 圏 庁 に お い て は ，死者 3，988 名，負傷者

5，180名で ，死者数で 被災地域全 体の 21．9％ ，負傷者数で

8．2％ に あた る．

　 建 物被害に つ い て は 災害法 に 基づ き公 共事業住宅省

（PWS ） が 実施 し た調査 が あ る （表 1 ＞．被災建 物 構 造

の 特 徴 と して ，RC で 柱 と床板 を 構 築 し壁 を レ ン ガ で 充

填 した 5 階程 度 の 構 造 が 多か っ た こ とが 報告 され てい る

が，サ カ ル ヤ 県 で も同 様 の 傾 向 に あっ た ．また 目本 地盤

工 学会調査 団は，ア ダパ ザル 市中心 部に おい て ，液状化

現 象 が 見 られ た範 囲 を報 告 して い る
2）。

表 1 サ カル ヤ 県 における公的 建物 被 災認 定結 果

サ カリヤ県全体
アダパ ザル

大都市圏庁

住戸数 建物棟数 住戸数

大被害（Agir−Yikik） 24，η 49 ，49015 ，781
中被 害 （Orta） 18，5117 ．68910 ．514

小 被害（Az） 27，g4415 ，162 9，699
無被智（Hasarsiz） 24，44813 ，528 6，275

（2）避難生活 の ための テ ン ト村 と応急仮設住宅

　避 難生活 の た め の 応急テ ン トは，医療 ケア な ど必 要 な

サービ ス を併せ て 提供する た め の 「テ ン ト村 」 と して 設

置 され た，公 的設 置 テ ン ト数は マ ル マ ラ地震被災地 全体

で 156箇所，101，446 張 に 対 し，ア ダ パ ザル で は 43箇所，
42，745 張 り と報告 され，箇所数で 被災地 全体 の 27．6％を

占め て い る （PWS 資 料 ）．

　テ ン ト生活 の 不 便 さに加 え，テ ン トに は夏用 の もの も

含 ま れ越 冬 の 問 題 もあ っ た ，そ の た め 応 急仮設住宅 が 被

災 地 全体 で 44，433 戸，公共 事 業住宅 省 と各 種援 助団体 の

2者か ら供給され た．

　各種援助団体の 中に は，国 内の 業者 団 体等 の 他，イ ス

ラエ ル や兵 庫 県 とい っ た外 国か らの 支援 も含 まれ る，サ

カ ル ヤ県で は，公 共 事業住宅省 に よ っ て 5，857 戸，援 助

団 体 に よ っ て 4，518戸 の 合計 10，375 戸建 設 され た．当初

は ll 月末 ま で に 完成 目標 の とこ ろ，積雪期 に間 に 合 わず，
テ ン トで 越 冬 し た 世帯 も あ っ た．また ア ダパ ザ ル 中 心 部

に は 店舗 仮 設 も建 設 され た ．

（3）公 的被災調査 と被災建物有権者認定

　住宅再 建支援の 根拠 と して 災害法 に基 づ く公 的被 災 認

定が実施 され る，こ の 認定は ，構造的被災認 定 と申請 し

た被災建物所 有者 を法的支援対 象者 とみ なす 被災建物 有

権 者 認 定 の 2段 階で 構成 され て い る，こ の よ うなマ ル マ

ラ地 震 に お け る災 害法 の 運用 実 態 は澤 田
7）

に詳 しい が，
特 徴 は 次 の 点 で あ る．
　 ま ず建 物 被災調 査 が ，中央 省 庁 の 技 術 職 員 に よ っ て 実

施 され ， 所有者への 通 知 後，1S 目間の 不服 申し立 て 期間

中 に 異議 申 し 立 て な け れ ば，決定 と な る （災害法第 13

条 ）．建 物所 有 者 に と っ て ，こ の 認 定 は 日本 の よ うに 直

接 的 な 公 的 支 援 申請 に 利用 で き る も の で は な く，逆に

「大規模被害」 と認 定 され た場合 は 「撤 去 」 の 義 務 が，
「中程 度被害」 と認定 され た揚合 は 「修理 」 の 義務 （こ

の 義務を果 た さね ば居住許 可 が 下 りない ）が 課 せ られ る．
　公 的 支援 の 根 拠 とな る の は 「被災建 物有権者」 とい う

認 定 で あ る ．こ れ は 「大規模」 も し くは 「中程 度」 被災

建物 所 有者 の 公 的 再建 支援策 の 申請 と承 認 に よ る （災害

法 第 29条，30条 ）．表 2 は 家屋 被害有権者の 権利行使状

況 で あ る．表 1 と比較 す れ ば，サ カル ヤ県 全 体 で 大 被害

24，774 戸 に 対 し て 恒 久 住宅購 入 と再 建 融資を合計 し た 件

数は 11，829件 と大被害件数の 48％ に留 ま っ て い る こ とが

わ か る．

　　　 表 2 被災建物有権者権利行使状況　 （件）

サ カリヤ県全体
　 アダパ ザル

大都市 自治体

恒 久住 宅取 得 7，456 7，191
大被 害

住宅購入 融資（巳YY ，） 4β73 2，651

修理特別融資 7，391 6、186
中被 害

再 築融資（4133 ＞ 1，452 570

表 4 トル コ とアダパザル の人 ロ 増加 （1990−2000）
1990年（人 ） 2000年 （人 ）増加 率

トル コ 全国 56473 ，03567 ，803，92720 ．1％

うち，都市 地域 33，656，27544 ，006，27430 ．8％

うち，農村 地域 22，816 ，72023 ，797 ，6534 ．3％

サカ リヤ県 683，281756 ，16810 ．7％

ア ダパザ ル 大都市自治体 316 、995340 ，8257 ．5％

表 3 ア ダパ ザ ル における持 ち家お よび借家率

世帯数 　 持家世 帯比率 借 家比率 無 償利用 比率 　 　そ の 他比率

トル コ全 国 1990 年 11，047，560 71．2％ 21．9％ N／D　 　 　 　 6．9％

トル コ全 国2000 年 16，744，495 72．0％ 21．6％ N／D　 　 　　 6．4％

サ カリヤ県2000 年 167，487 68．3％ 19．0％ 7．6％　 　 　 　 　 5」％

ア ダパ ザル 大都市 自治体2000 年 70，366 56、4％ 26」％ 10．7％　 　 　 　 　 6．9％
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一
連 の調査認 定を担う公 共事業住宅省 へ の イ ン タ ビ ュ

ー
か ら は，複数戸 所 有 して い て も有権者資格が 行使 で き

るの は 1人 1住戸 で あ り，被害認 定 と有権者行使件数 の

差 は ほ とん どが住 宅 を複 数 戸所有 し，賃貸 に出 して い た

分 で あ ろ うとの こ とで あ る，
　そ こ で 表 3 は ア ダパ ザル に お け る持 ち家お よ び 借家率

で あ る。ア ダパ ザル 大都 市圏 庁で は借家世 帯 率 は 26％ と

な っ て い る （「無償利用 世帯」 に 仮設 住宅 入 居 が 含ま れ

るの で実態は も っ と高 い で あ ろ う）．こ の よ うな 賃貸居

住者 を 対 象 と した 住宅 再建 支援策は な く，被災県 全体 の

仮 設 住宅 入 居 世 帯 の うち 「被災 建 物 有 権 者 」 は 約 3 割

（約 1 万 3 千世帯） と報告され て い るが，他方の 7割 に

含まれ る 借家世 帯 の 住 宅再 建の 全体像 は 不 明で あ る．

（4）都市復興計画 の 策定経緯

　 トル コ にお け る （日常時 の ） 都市 計 画 は  地域 計画，
  環 境整備 基本 計画，  整備 建 設 計 画，  建 設実施計 画

の 4 つ の ス ケー
ル か ら構成 され （都市 計画 法 第 5 条），

  と  は 中央政府 が，  と  は 市自治体が 市評 議会で決

定 す る （都 市 計 画法 第 8 条） ．ま た整 備 建設 計 画 は 自治

体 の 都市計画マ ス タ
ープ ラ ン に 該当 し，実際の 建築規制

は  の 建設 実 施計 画 に表 現 され る．
　法学者ケ レ シ ュ が指摘する よ うに 「1985年法に よ っ て，
市 自治体 は単 に 情報 と して 市議 会 承認 済 み の 計画 を中央

政府 に送 付 す れ ば よ くな っ た 」 とい う法 解釈 が あ る
一方

S），都 市計画 法第 9 条 は．中央 政府 が マ ス タープ ラ ン 変

更を発意 し決 定す る 権限 （と条件）を定めて い る，

　 た だ しこ の 都市計画法第 9 条に 災害 時 の 特例 は規定さ

れ て い ない ．災害時 の 都市復 興 計画 立 案 に お け る特 例 は

災 害 法 に 規 定 され，中央 政府 が被 災 地 域 と認 定 （第 2 条）

し た地 域で は ，建 設基準が公 共事業住宅 省 に よ っ て 規制

され （第 3 条），道路公 園 な どの 公 共 施設 や被 災有 権 者

向 けの 住宅建 設計画を含 めた   の マ ス タープ ラ ン と同 義

とな る復 興 事業 計 画 を 5 ヶ 月以 内 に作 成 す る こ とで き る

（第 15条）．Giilkan5）は，1959年の 災害法に基づ き，被

災 居 住 地 の 復 興 計 画策 定 が 中央 政府 か ら県知 事 へ 委 任 さ

れ，市の 判断を待つ こ となし に ．閣議決定に よ り計画 が

決 定 され，事業 実施 に移 され た経緯 を指 摘 して い る．ま

た 澤 田
7］もマ ル マ ラ 地震 に お け る復興計画の 立案をめ ぐ

り，環 境整 備 基 本 計画 が 地 盤調 査 を基 に 見 直 され，こ れ

に 準 拠 し た階数 制 限 を課 す 建設 実 施 計 画 が作 成 され た 結

果 「地域 ご との 計画 の 独 自性 を考慮す る余裕 が失 わ れ て

しま っ た 」 と指摘 して い る，
　 ア ダパ ザル で は復興 計画 の 策定過程 は ど うい う経緯 を

た どっ た か．地震 前 まで の 取 り組 み が影 響 を与 え て い る。
表 4 か らもわ か るよ うに，ア ダパ ザル で は都市人 口 が 増

加 傾 向 に あ る 中，1984 年 の 大都 市 圏 法令 に基づ く大都 市

圏行政への 移行検討が 1990年代に 始ま っ て い た ．ア ダパ

ザル 大 都 市 圏庁 へ の ヒ ア リン グ によれ ば，1996 年 頃か ら

市街 地 拡 張計 画 を検討 し，1998年 には 計画 を公 表，国へ

提 案 し て い た （こ れ を以 下 1998 年 市域拡 張 計画 とす る
9）） ．こ の プ ラ ン が 掲 げ た ビ ジ ョ ン は 都市 化 へ の 対 応 ，
すなわち住宅 と産業の バ ラ ン ス の とれ た市街地 を計画 的

に 形 成 す る こ とに あ っ た．
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図 1 ア ダパ ザ ル におけるテン ト村・応急 仮設 住 宅 団地 ・復 興住 宅 団地 の立 地 状 況
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　 また 地震防災の 視点 か ら，1943年 と 1967年の 地震被

害経緯を踏 ま え，高密化 を コ ン トロ
ー

ル し安全 な市街地

を形 成 して い く，とい う目標が設定 され，市街地化 を図

る適地 が検討 され た結果 ，災害後 の 恒 久 住宅 団 地敷 地 と

もな る地 区 を含め た周 辺地 域が都市化予 定地 と して 位置
づ け られ た．な お，市域 拡 張計 画 は法 的根拠 を もっ もの

で は な い ．また市 域 拡 張計 画 を提案 した段 階で は，国が

策定権限を もっ 環境整備基本計画が サカ リヤ 県に お い て

は 未策 定 で あっ た ．

　マ ル マ ラ地震 発 生 後 ，災 害 法 に 基づ く復興 事業 実 施 の

た め，サ カ リヤ 県 に 中央 政 府 の 機 関 が設置 され る ．ア ダ

パ ザル 市 は こ の 機 関 と合 同 で 地 盤 検 査 等 を 実 施 し，
1！25，000 の 環境整備基本計画お よび 復興住宅 団地建 設に

つ い て 115，000の 復 興 事業計 画 を作 成，1999年 11月 3 日

に 中央政府 に よ り承認 され た．1125
，
000 の 計画 で は公 共

事業 住 宅省 に よ るカ ラマ ン 地 区に 対 す る 7500戸 の 恒 久住

宅建 設が示 され て い る他，大都市圏庁などに よ る 4 地 区，
合計 1，200ha ，計 画居 住 人 口 35 万 人 とい う住 宅 地整備 構

想 が並 置 され，都 市機能分散化（decentralization）の コ ン セ

プ トを もっ た 計画 と なっ て い た
聖o）．

（5）郊外恒久住宅分譲事業の実績

　 1999 年 11 月 の 計画構 想 に対 し，被 災 者 向 け復興恒 久

住宅 とし て 実際 に 分譲され た 戸 数は カ ラマ ン 地 区 とジ ャ

ーミ リ地 区で 合 わせ て 8，228 戸 で あ る．こ の うち公 共 事

業住宅省 に よっ て 3，168 戸，世界銀行の 融資に 基づ く内

閣府 に よ る 分譲 が 2
，
572 戸，その 他 の 機 関 に よ る分譲 が

2，488戸 で あ っ た
11）．8，228 戸 とい う供給戸 数は，被災有

権者数 に 見合 う数 とい う災 害法の 規 定 に 基づ く．
　住 宅 団地 で は，病 院 建 設 と県 庁舎移 転 は 実 施 され て い

る もの の 1，276 戸 供給され た 有権者用事業所 は現 地調査

した 限 りで は空き店舗も 目立 ち，苦戦 して い る．

　大 都市圏庁 は それで も 1998年市域拡張計画をべ 一
ス に

イ ン フ ラ整備 を進 め て い る．す な わ ち復 興 プ ロ ジ ェ ク ト

として ，既成 市街 地 と復興 住宅 団 地 を結 ぶ バ イパ ス 道 路

の 整備 や ，復興住 宅 団地 に 隣接す る コ ル ジュ ッ ク 地 区で

TOKI の ス キ
ーム を使 っ た 住宅供 給 事業 （被災有権者 に

限 らず 購入 で き る ） が実 施 され て い る．

（6）中心市街地 の 階数制限 と 商業機能 の 維持支援

　発災後，液 状化を伴 う建 物被害が集中し た 既 成市街 地

に対 して は，中央政 府 に よ るイ ニ シ ア チ ブで 最 高 2 階建

て の 暫定的 な階数制 限が 導入 され た （災害法 第 3 条）．
建築確認 を行 う市自治体で は 建築許 可業務を 通 し て階数

制 限 を実 施 した．こ の プ ロ セ ス は イ ズ ミ ッ ト／ ヤ ロ ワ／

デ ュ ズジ ェ ／ボル の 各県で も同様 で あ る．そ の 後地震 か

ら 1年 3 ヶ 月 後 の 2000 年 11，目 15 日に 中央 政府 の 計画科

学 委 員会 は ， 地盤 調 査結 果 な どに 基 づ い て 建 物階数 制 限

の 導入 を提 案 し た ．こ の 提 案は 旧 ア ダパ ザル 市域内で は．
マ ル テペ （Martepe），フ ズ ル テ ペ （Hizitepe），ベ シ ュ コ プル

（Beskopru）の 3地 区 は 5階ま で，他 の 既成宅 地 は 2 階建 て

まで とい う内 容 で あ っ た ．ア ダ パ ザル 大 都市 自治 体は ，
こ の 提案 に 沿っ た 内容 で 建設実施計画 を策定 し た．なお

1998 年 市域拡 張 計画 で 中心 市街 地 の 階数 制 限強化 は 提案

して い なか っ た が，ま た ア ダパ ザ ル 市 と周辺 11の 自治体

で 大都 市 自治 体 が 発 足 し たの は 2000 年 3 月 6 日で あ っ た

（2004年 には 大都市 圏法 令 の 改 正 に伴い ，周 辺 の 9 自治

体 もア ダパ ザル 大都 市自治体に加 わ っ た ）．

　2 階建 て ま で の 建 築制限下で，公 的セ クター
に よ る 中

心 市街地へ の 投資が 回避 され て い るか と 言 え ばそ うで は

な い ．中 心市 街 地 へ の 来 街 者 に 対す る 避 難場所 ともな る

防災公 園や 買 い 物 客を 見込 ん だ 地 下駐 車 場 を 市街 地 中心

部に建設 してい る，ま た地 震博物 館 の 建 設，メイ ン ス ト

リ
ー

ト （チ ャ ル ク 通 り）の 歩行者専 用 化な どを実施 し，
ま ち の に ぎ わい づ くりに 貢献 し て い る．言い 換えれ ば，
住機能を 郊外 へ 誘導す る

一
方，商業業 務機 能 は分散化 の

方針 を と っ て お らず，2 階建 て 制 限 下 で の 再建 に合 わ せ ，
地 下駐 車場の 整備 とい っ た 商業機能維 持に 向 けた支援 が

図られ て い る．

　 図 2 は避 難テ ン ト村 ／仮 設住宅／郊外復興住宅 団地を

プ ロ ッ トし た もの で あ る．こ れ まで の 記 述 内容 の 位 置 関

係 と して．仮設住宅 が テ ン ト村 よ りもやや郊外 に，ま た

復 興 住宅 団 地 が 仮設 住 宅 の さら に郊外 に位 置 して い る こ

とが わ か る，

3 ．中心市街地建物再建実態調査の 方法

（1）調査 の 位置づ け

　こ れ ま で 述べ て きた 1999 年 マ ル マ ラ地 震 の 復 旧 ・
復興

経緯をふ まえ．中心市街地調 査 の 目的を次 の 3 点に 整 理

で きる，
  ［再 建 の 量 ］そ もそ も建 物階数制限 下，中 心 市街地 の

建物再建 は どれ く らい 進ん でい るの か

  ［再建 建 物 の 建物 形 態 ］ 再建 され た建 物 は どの よ うな

建物形態か 。
  ［再建 遷 移 パ ターン ］ 被 災／ 建 物 除 去／ 仮 設 利用 な ど

を経緯 し て，どの よ うな再建 パ タ
ー

ン で 建物再 建が 進行

し て い る の か．

　特 に 上記 の   に つ い て の 分析手法 と し て，本研究で は

土 地利用遷 移確率 モ デ ル を用 い る こ と と した ．

（2）土地利用遷移確率モ デル

　被災 市街 地 空 間 に お い て ，住 宅 を含 む 建 造 環 境 の 復 興

過程 を分 析 した 研究 と し て ， 阪神 地域 に お け る 「街 の 復

興 カ ル テ 」 ，台 湾 集集 鎮 を対 象 とし た 村尾 の 研 究
12） ，

中越地震後 の 川 口 町 中 心 部を対 象 と した 塩野
1コ）

の 研 究

な どが あ る．方 法論 とい う点 で 特 に塩 野 は，戸 建 て 住宅

の 現地再建 を 10段階で 分析す る方法を示 し，被災後，敷

地 形状 と住 宅 形 式 を大 き く変 更す る こ とな しに再建 して

い く 「同形 態型 再建」 プ ロ セ ス を定量化 し て い る．
　 と こ ろで 都 市 中 心部 で は 「同形 態型 再 建 」 だ け で な い

「形態 遷 移 型 再建 」 も あ り得 る ．す な わ ち，木 造 ア パ ー

トが 独 立住宅 となる場 合，町 工 場 が 集合住宅 に とい っ た

変化 が 考えられ る、従 っ て ，都 市 中心部 の 空 間 再建 過 程

を 分析 す る に は 「同形 態 型 再建 1 に加 え て 「形態遷 移型

再建 」 の 定量 化 が 必 要 とな る．

　実 際 ， こ の 種 の 「現形 態 再建 」 と 「形 態 遷 移再建 」 は

発 災後 の 再 建 プ ロ セ ス に 限 っ た 市街 地変 容 で は な く，日

常 的 に も起 こ っ て い る現象 で あ る．こ の 日常的な市街地

空 間 の 「土 地利 用 遷 移 」 を扱 っ た研 究 と して ，土地 利用

遷移 確 率行 列 に よる方 法 が あ る．本 研 究 で も こ の 方 法 を

用 い る こ と に し た．

　 こ こ で 平 常 時 の 土地 利 用遷 移 確 率 モ デ ル に つ い て ，石

坂
14）お よび 青木 ら

15）を要約 しつ つ ，こ れ を災害復 興 に

適用 す る場合の 相違につ い て 説明す る．

　時点 t で の 土地利 用 類型 jの 地点 数 を Xj（t）G＝1，
＿

，
n）

と表 す と，対象 区域 の 土地 利用状況 （＝空 間再 建 状 況 ）

は Xj（t）を要 素 とする n × 1 ベ ク トル x（t）と表す こ とが で
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きる．

　時点 tで jで あ っ た土 地利用類 型が 次 の 時点 t＋ 1に iへ

変 化す る確 率 を Pijと表 す と，こ の 2 時 点問 の 土 地利用遷

移 確 率 は p、」
を（ij）成分 とす る n × n の 行 列 P で 表 す こ と

が で き る，こ の と き ， 時 点 t＋1 の 市街 地 再建 状況ベ ク ト

ル X （t＋ 1）は

　 X （t十 1）＝PX （’）　　　　　　　　 式 1

　とな る．p、1 は実観測 値 か ら計算 され ， 定義 よ り

　 Σ．＿
，
　a ゴ　

＝＝1　　　　　　　　　　 式 2

　で ある。平常時の 土地利用分析 で は P が時点に よ らず
一

定で あ る と仮定 （＝定常マ ル コ フ 連鎖型モ デル ） ．し

か し 災害か らの 市街地 再建 過 程 に お い て は
一

定で あ る と

は 考えな い．P は そ れ ぞ れ の 期 首間 で 相違す る もの と仮

定され る．こ の 点，言 い 換えれ ば非 定常マ ル コ フ 連鎖 型

モ デル を仮定 す る 点 が，市街 地 復興 に 土地 利用遷 移確率

モ デル を適用 す る 際の 相違点で あ る．
　遷移確率モ デ ル で は ，土地 利用変化表お よび ± 地利用

遷移確率行 列 が基本 的な記 述統計情報 とな る．さ らに式

1 で 定義 し た土 地利用遷 移行列 P はス ペ ク トル 分解に よ

り次 の よ うに表せ る．
P ＝λ 1（tllVbtllVls…，tlmVl）十 …十 隔 （tmlVtht4。2レm，…tt，。，，．Vm ）　　式 3

　 叙 ：P の 第 k 固有値

　Vk ：P の 第 k固 有ベ ク トル

　lla・ ：P の 対 角化行列 L の 逆行列 L・1 の （k，i）要 素

　こ こで i番 目の 再建 状況項 目を表 す標準 基底 eiを用 い

て 次期 の 遷 移 を次 の よ うに表 す こ と が で き る．
Pei　一　ei ＝（λ1

− 1〕tl、V1 ＋ （λ2
− 1）12iV2＋ …＋ （λm

− 1）lniVm　式 4

　こ の 式 か ら固 有ベ ク トル が 土 地 利用 遷 移の 方 向を，各

固有 値 は そ の 遷 移 の 速度 を，対 角 化行 列 の 逆 行列 の 各 要

素は対応す る 固 有ベ ク トル の 示 す方 向の 影響力 と解釈 さ

れ，再 建パ ターン の 分析 に適用 を 試み る．

（3）現地調査 の経緯

　 マ ル マ ラ地 震 の 建 物 被 害調 査 は，前 述 し た よ うに 公 共

事業住 宅省 に よ り実施 された が，県別集計結果 以外 は入

手 困難 で ，被 害 の 空 間 分布 を把 握 す る こ とは 難 し い ．一

方 ア ダパ ザ ル 大都市 圏庁 は 震災後，世界銀行か らの 融資

で 建 物 被害状 況 を含む 地 図情報 の 作成 に 取 り組 ん だ ．こ

の 地 図 の 使 用 を許 可 され ベ ース マ ッ プ と した （以 下，こ

の 調査結果図を市街地被害状況 図 とす る）．

　旧 ア ダパ ザル 市 （発 災時 の 人 口 18万 人） の 既成市街地

で は，前述 し た 3 地 区 （マ ハ レ ） を除い て，2 階建て 階

数 制 限 が 実施 され た．（1）で 述 べ た 調査 目 的，っ ま り  中

心市街地 の あ る程 度の 広が りを も っ た 区域 を対 象 に， 

建 物 再 建 に お い て 2 階建 て 制 限 の 影 響 を受 けや す い 区 域 ，
とい う条件 か ら区域設定 した ．すなわ ち  の 条件か ら，
図 2 に あ るよ うにア ダパ ザル 中心部 で あ る鉄 道 駅を囲 む

お お よそ 直径 500m を範囲 と し，  の 条件か ら発災前に

5
，
6階程度 の 商業建物 お よび 住商併 用建 物 （1 階 が 商 業 系

で 2 階以 上 が事 務所 ま た は 住宅 系 ） が 建 ち並 ん で い た 幹

線道路の 合計 8本 ，全長 約 4，500m を対 象 と した．一般 的

に 幹線道路 沿 い の 敷 地 は 商業 系建 物への 再建 ポテ ン シ ャ

ル も高 く，2階建て 階数 制 限 下 で の 再建 状況 の 特徴 が表

れ や すい と考 えた ためで あ る，
　 し た が っ て ．本調 査 は面 と して の 調 査で は な く線 と し

て の 調 査 で あ り，中心 市 街 地 に お け る空 間再 建 実 態 を捉

え る た め に は，街路内部で の 調査 結果 を踏 ま え る 必 要が

ある （1 ），

（4）調査実施概要

　 現地 調 査 は 2005年，2006年，2008年 の 3 時点 で 実 施

し，こ れ に 大都市圏庁 に よ る市街地被害状況 図を用 い て

合 計 4 時点 の パ ネル データ を作 成 し た ．現 地 調 査票 は 日

本 建 築学会 災 害委員会 の 被害建 物調査 票 を参考に ，被害

状 況／ 建 物 構 造 ／建 物 階 数／ 建 物用 途 ／ 再 建 状 況 を項 目

化 した，
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　 ま た GPS に よ り調 査 地域の 座標を 取得 し，デ
ー

タの

GIS 化 を行 うた め 基 準 点 を設 定 し た ，2006 年 と 2008 年

の 現地調査 で は 2005年撮影写 真を携行 し，変化 を 捕捉 し

た（4）．
　調査 単位 と して ，建 物 に つ い て は 棟 を単位 と し，空 地

の 場 合は塀 な どで境 界 が 引か れ て い た り，駐 車場 利 用 と

仮設店舗利用 とい っ た 利用 区分 ご とに 調査 単位 を設定 し

た，その 結 果，全調 査 地点 は 481地 点 とな っ た．

4 ．ア ダパザ ル 中心部に おける遷移型再建の 実態

表5　被害状況 図 と 調査 地 点 の 図上 照応結 果

大被害

（He己

中被害

（Mlddlel
被害 記載無 小計

建物有 η ヵ所 33 ヵ所 219 カ所 329ヵ所

空地 （建 物無 ｝ 112ヵ 所 8 力漸 32 ヵ漸 1銀 ヵ所

小 計
189ヵ 所

（3％鮒

41ヵ所

｛a黔 

251ヵ 所

し522％｝

381ヵ所

口oo％弾

サカルヤ県の

公臨被害結果

9海go棟
20．7 （鰯

アゐ89糠
16β 〔％）

28．690棟
625  

45β69棟
100 （96）

表6　被害と再 建類型地点数の 推移

（1）現 地 調 査データ の 特徴
　 まず現地 調 査第 1 回 目で あ る 2005年調 査結果 か らデー

タの 特徴を整理 して お く。
　調 査地点 の うち 2005 年 調 査で 建物 の あ っ た 調 査地 点

（建 べ い 地）は 86．3％ （415 地点）で ，オ
ープ ン ス ペ ー

ス で あ る非 建 べ い 地 は 13．7％ （66 地 点） で あっ た．図 3
は調 査地 点 の 面積 ヒ ス トグ ラ ム で ある．単位境界は現場

で 図化 し，そ の 後 GIS 化 して 面積 計 測 し た ．建 べ い 地 の

レ ン ジ は 24，41n2〜3，608．6m
！．モ ードは 1 つ で 100mz〜

200m2 の ラ ン ク と なっ た ．一
方．非建 べ い 地 はモ ードが

200m2〜300m2 で あ り，非 建 べ い 地 で 建 べ い 地 よ りも面積

が大 きい 調査地 点 が 多い 傾向に あ る。
　次 に調 査結果 を市街地 被害状 況 図 にオーバ ーレ イ させ

た結果が表 5 で ある．サカ ル ヤ 県全 体の 公 的被害調査 結

果 と比 較 して ，大被害建物 が比 率 で 約 2 倍 多 くな っ て い

る．ま た公 共事業住宅省 の 大被害認定建 物で 2005年調査

で 空 地 の 場 合 を 「直後 解 体 」　 （112 件 ），建 物 有 りの 場

合 を 「直後 残 置」　 （77 件） に区分 した．ヒ ア リン グに よ

れ ば，直後解体 に は 全 倒壊 （い わ ゆ る パ ン ケーキ ク ラ ッ

シ ュ ）も含まれ る．

（2）実態調査の結果概要

　被害 状況 図 を含 め 4 時 点 の 集計 値か ら再 建過 程 を分析

して お こ う，現 地 調 査 か ら調 査 地 点 を ，a 補修建 物 ／b新

築再 建建物 （解体→ 再建建物 ）／ c 建設 工 事中／d仮設利

用 地 ／ e 未 再建 空 地／ f 未 再建 利用 空 地／ g 従前 継続 利用

空地 の 7 つ に 区分 し た．こ の 類型を 「再建 形態類型」 と

す る．7 類型 の うち，前者 3 区分 は建 べ い 地，後 者 4 区

分は 空地 （非建 べ い 地 ） で ある ．
　 表 6 は 4 時 点 ご との 集 計 結果 を示 し た もの で あ る，こ

こ か ら，  a 補修建物 と b 新築再建 が増加 し て い る こ と、
す なわ ち 2005年 か ら 2008 年 の 3 年 間 で そ れ ぞ れ 6．0％ と

28．1％増加 して い る．そ の
一方 で ，  c 建 設 工事 中，d 仮

設 利用地，e 未再建 空 地 は 減 少 して い る こ と．  e 未再建

利 用 空 地 と g 従 前継 続利 用 空 地 は サ ン プ ル が少 ない が，
ほ ぼ横ばい 傾向に あ る こ と，が わ か る．
　次に 表 7 は a 補修建物 と b 新築再建 の 建 物階数で ある．

補修 建 物 とは地 震前の 建 物形 態 が 大 部分を 占め る が，5

階建 て で 31．6％ と最頻 ラ ン ク と なっ て い る．これ に 対 し

b 新 築再 建 で は．1階建 て と 2 階建 て を合 わせ て 91．4°
／eに

達 して お り，建 築制限が 遵守 され て い る こ とが わ か る．

　 また表 8 は a，b 類型 の 建物 構 造 で あ る．外観 目視調査

で は あ る が，RC 柱＋ レ ン ガ 充填 壁 とい う構 造 の建 物 比 率

が，新築再 建では 下 が っ てい る．

縛鷺駆 1 釦 05 年 2006年 2008年

　 　 　 　　 　 265 　 　　 265
贓
　　　　　　　  9班 ヌ　 竃69，5go

戡

τ’40 ％｝

新築再鑑
64 　 　 　 78
‘亅6£ 紛　 　120憩 印

麗

偉1．脳 ，

建設工贋中
訪

く6珊

22
‘5担黝

18
‘4．7黝

贈 園用地
66B73

知

58
尋15．2黝

騎

口44黝

謝…再建 空地
43 　 　 　 　 39

1量τ3 覧｝　 喘10」2購

凶

σ 5 ％｝

素再裡劉用

空難

lola
磯

10
‘2．眺 ，

9

¢ 49母

従前利用空場
ア

ロ，鯛
812
，1鰯

5
‘可、6鰯

表7　補修建物 と新築再建建物の 階数 （2008年）

｛棟 〕 1F　　 2F ヨF　　 4F
　 　 　 6F
5F
　　 以上

補修建物
　 19　　 65
β．7附 　123．19臼

　 51　　 49
‘1亀1％， ρ7瀚 陽

　 89　 　　 9
β1蘭 　　｛32％｝

新築冉建
　 12　　 63
11葡 鴨⊃ 1アδ脚

　 6　　　1
軋73 ％l　 l12黝

　 口　 　　 o
l脳 ，　　 P艶）

表8 補修，新 築 再建，仮 設 利用地 の 建物構造（2008年）

⊂椥
RC柱 ＋

　　　　　 木造
レンガ壁

鉄髄 組積造
その他 ＋

　 不明

補修建物
　 24085
．196

　 24
呂5％

　 　5　 　　 5
1珊 蝦　 1β％

　 8
．9％

新築再建
　 　 45

｛54，996）
　 　 17
に07％，

　 　 8　　　 5
〔9鋤 ｝ ζ6．1％】

　 　 4
〔4．9％｝

表9 補修，新築再 建，仮設 利 用地 の 用途 （2008年）

（棟 ）商業利用 住商併用 臓 そ

補修建物
　 　 87　　 B1
｛3q896）（弧 5附

　 　 53
｛18β96」

　 11
｛訟9％

新鍛再建
　 　 59　　 　 4　 　　 7
唾84，2％ ）　 【49 ％｝　 185％ ｝

　 　 2
｛249 ω

仮設利用地
　　 48　　　 0　　　 瑳

（8ア謝 ｝　　　｛o％｝　　　3」596
　 　 5
｛殳196）

聯

贈

面
魍

図3 調 査地 点 の 面 積 ヒ ス トグラ 厶
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　 表 9 は d仮 設 利 用地 も含 めた建 物 用途 で あ る．a 補 修建

物 で 住商併 用 が多い の に 対 し，b，c 類型 で は 商業用途建 物

が 多い こ とが わ か る。す な わ ち 調 査 地 点 に お い て ，補 修

建 物を滅失建物 の 従前建 物形式 と考えれば，発災時の 住

商併用建物 か ら商業建物 へ の 遷 移 再 建が起 こ っ て い る．
　表 10 は市街 地 被害状況調査 と 2005 年調査 との ク ロ ス

表 で あ る．大被害 （直後解 体 ） で は d．e 類 型 で 57．1％ に 達

して い る．ま た b 新 築再建 も 23．2％ を 占めて い る．こ れ

に 対 し，大被害 （直後残 置 ）で 補修済み と 確認 され た ケ
ース の 割 合 が大 き くな り，　 「中被害」 や 「小＋無 被害」 で

は a 補修済み で そ れ ぞれ 73％，85％ に 達 し て い る．ま た d

仮設利用 地 が最 も多 く発 生 して い る の は，大被害 （直後

解体）の 32．1％で ，次 い で 発 生 時 に 空 地 だ っ た と考 え ら

れ る地 点 の 3L3％ とな っ て い る．

（3）遷移行列 の 分析

　先の 定義 に 基づ き表 llは 2005年か ら 2006年への 遷移

確率行列 Po5〔s を，同じ く表 12は 2006年か ら 2008年へ

の Po60Bで あ る．た とえば po506（2，2）が 1 とは，2005 年 時

点で新築再建だ っ た調 査地 点の 全て が，2006 年 調 査で新

築再建 と確認 で きた こ とを表 す。また pe5e6（2，
3）＝O．56 とは．

2006年 で建設 工 事 中だ っ た 地点の 56％が新築再建 に遷移

した こ とを表 す．

　Pij＝o の 場 合 は期 首 間 で
一

致す る．よ っ て Pijが o以 外

の 対応 を見る た め c 建設工 事中／d仮設利用地／ e 未再 建

空地 の 遷移 確 率 を 95％信 頼 区 間で 表 示 し たの が 図 4 で あ

る．なお 青木 らが 指摘 す るよ うに，Pijは 二 項分布 に 従い ，
さ ら に サ ン プル 数が 多い 場 合に 正 規分布 に 近似 で き る こ

とか ら信 頼 区間 を算出 した，
　工 事中か らの 遷移で は遷 移確率 の 大 きい 補修建物 と新

築再建 へ の 遷 移が どち ら も期 首間で 信頼 区 間が 重 な らな

い ．こ れ は 仮設利用地 と未再建 空地か らの 遷移で も同様

で あ る．こ の こ とか ら，pese6と po6esは有 意 に異 な っ て い

る と見なす こ とが で きよ う．

（4）期 首間 の 遷移傾向分析

　 前 述 した よ うに遷 移 確 率行 列 にお け る固有 ベ ク トル は

土地 利 用 遷 移 の 方 向 を，固有値 は そ の 遷 移 の 速度 を表 し，
式 4 か ら 1 よ り小 さい 固有値 に対応す る固有ベ ク トル が

主 要 な土 地 利用 遷 移 と解 釈 で き る．また 各 項 目ご との 遷

移 は 1kiに よ っ て 重 み 付 け られ る．こ こ で （λ k−1）lki
も行列 で 表 現 し遷 移係 数 行列 とす る （表 14，15） ．こ こ か

ら 主 要 な遷移の 例 と して ，次の こ とが言 える ．

　po506と po60sは第 7 固有値が他 と比 べ て 小 さく，した

が っ て 第 7 固有ベ ク トル が 主 要な 土 地利用遷 移パ ターン

と考 え られ る．

表 10　被害状況 と 2005年／2008年 調査 との ク ロ ス 表 （上 段2005年，下段 2008年 ）

a 補修建物 b 新築再建 c 建設工 事中 d 仮設利用 地 e 未再建空地
f未再 建利 用

　 空 地

g 従前 利用

　 空地 小計
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表112005 年か ら 2006年へ の 遷 移確 率行 列 po506

a補　b新 　e 工 　d 仮　e 未 　f利 　g 空

0．98　0．00　　0．20　　0，00　　0．02　0．00　　0．00
0．00　　1．00　　0．56　　0．00　　0．00　 0．00　　0．00
0，02　0，00　0．16　 0．06　 0：14　0．20　 0．00
0．00　0．00　0．04　 0．86　 0．OO　O．00　 0．00
0．00　 0．00　 0，04　 0．03　 0．84　0．00　 0．00
0．00　　0．OO　　O，00　　0．03　　0．00 　　0．80　　0．00
0．00　 0．OO　 O．00　 0．Ol　 O．OO　 O．OD　 1．00

表12　2006年か ら 2008年へ の 遷移 確 率行 列 Po608　　 図 4　エ 事 中／ 仮 設／ 未再 建 空地 の 遷 移確 率 の 期 首 比 較

a 補

0．990
．000
．OlO
．000
．000
．00

 ．oo

b新 　c 工 　d 仮　e 未 　f利　g 空

0．00　 0．59　 0．05　 0．03　 0．00　 0．13
1．00　 0．05 　 0．00 　 0．08　 0．00 　 0．00
0．00　　0．32　　0．02　　0．15　0．10　　0．13
0．OO　 O．05　 0，93　 0．00　0．00　 0．0〔》

O．eO　　O．00　　0．OO　　O．74　　0．00　　0．00
0．00　　0．OG　　O．OO　　O．00　0，90　　0．00
0．00　　0．00　　0．00　　0．00　0．00　　0．75
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　具 体 的 に は po506につ い て 工事 中 か ら新 築，補 修 建 物

への 遷移 が，また po608に っ い て 工 事中か ら補修建 物へ

の 遷移 が こ の 期 首 に お け る主 要 な遷 移パ タ
ー

ン で あ る こ

とが 明示 され る．これ は土 地利 用 遷 移 行 列 か らも読 み 取

る こ と は可 能で あ るが ，遷 移確 率行 列 を用 い るこ とで よ

り相 対 的多寡性 が 明確 とな っ た と言 え るだ ろ う．

　次 に具 体的な利 用 遷 移 と して遷 移 係 数行 列 を見 て み る

と，po500に つ い て は，　 c 工 事 中か らの 遷移 で は第 7 固有

ベ ク トル の 係 数 が 1．024 と大 き く，固有 ベ ク トル の 値か

ら，c 工 事中が 減少 し b 新築再建 に遷移 す る方向が 主 要

な遷 移で あ る．また d 仮設 利用 地 につ い て は 第 4 と第 5

固有ベ ク トル の 係数がn ．233，0．173 と相対 的に み て絶対 値

が大 き く，第 4 固有ベ ク トル と第 5 固有 ベ ク トル を加 算

した ベ ク トル が主要な遷移で ある と解釈され る．
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　　　表13PD506の 固有ベ ク トル
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図5　再建遷移事例
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　以上 ，土地利 用遷 移確率行列 を用 い る こ とで ，災 害か

らの 市街 地 復興 にお け る形態遷 移型 再建 の 方 向性を
一

定

程度把 握す る こ とが で きた と言 え る だろ う．

　再建 遷移 パ ターン の 具 体例 と して，図5は3時 点 の 調査

写真データ の サ ン プ ル で あ る．No　 Photo とな っ て い るの

は，2006 年 時点 で 2005 年調 査 結果 と変化が な く，調査効

率の 意味で 写 真撮影 を パ ス して い る た め で あ る
  ．

5 ．得られた知見と課題

（1）中心市街地 の 空間再建遷移調査か らの 知見
　 本 研 究は，ア ダパ ザル に お け るマ ル マ ラ地 震 か らの 都

市復興過 程を整 理 した 上 で ，中心 市街地 に お け る 発 災 6

年 目，7 年 目， 9年 目の 空 間再建 遷 移調査 を分析 して き た．
現地調査 か ら得 られ た 知 見 は 次の よ うに ま とめ られ る ．
1）調 査地 点は，大 都 市圏 自治 体 に よ り階 数 制 限 しつ つ 商

業 業 務機 能維 持 を図 る とい う方針 が示 され 再 建 が進 む 中，
中心市街地の 幹線道路沿 い 約 4，500m，481 地 点を設 定し

た，各 地 点 の 被 害程 度 は大 被 害 39．3％ で サカ ル ヤ 県全 体

の 集計値よ り被害が 集中し て い るサン プル となっ た ，
2）2005年時 点 に お い て 「新築再建 」 が 64棟 （13．3％），
仮設利用地が 66 地点 （13．7％）、未再建 空地が 43 地点

　（8，9％） で あ っ た．481 地 点 の うち最 も多か っ た の は，
無被害建 物 ＋ 補修建吻を合わ せ た 266棟 （55．3％）で あ っ

た ．ま た 大被 害 建 物 189 棟 の うち，新 築再 建 は 40 棟

　（21．2％），仮設利用 地 51 地 点 （27，0％ ），未再 建 空 地

30 地 点 （15，9％） で あ っ た．な お補修 の 程 度に つ い て は

今 回 の 外 観 目視 調 査 だ けで は 限 界 が あ る ．ま た被害 程 度

は大都市圏庁の 地図デ
ー

タ に よ るた め ，地図化に 伴 う誤

差 も考慮 す べ き点 で あ ろ う．
3）2006年 と 2008年の 差分調査 か ら，補修済み建 物は 266

棟 か ら 2006 年 で は同数 の 266 棟 ，
2008 年 で は 282 棟 と増

加 ，新築再建建 物 も 64棟か ら 2006年 の 78棟，2008年の

82 棟 と増加 し て い る こ とが わ か っ た，一
方，仮 設利 用 地

が 66 地 点 か ら 2006年 の 58地 点，2008年 の 55地 点へ．
ま た 未再 建 空地は 43地点か ら2006年 の 39地点，2008年
の 29 地 点に減少 して い た．2008 年 時点で 大被害地 点 189

地 点 の うち未 再建 は 12．2％ 程度 で あ り，仮 設利 用 地 も再

建 過程 に 含 め れ ば，市街地 再 建 が 進 行 して い る傾 向 に あ

るこ とがわ か っ た．
4）新築再 建建 物 に つ い て，2008年調査 で 確認 され た 82棟

の うち ， 1 階建 て が 12棟，2 階建て が 63 棟で，92％の

建 物 で 建 築階数 制 限 が尊 守 され て い る こ とが 明 らか とな

っ た．調 査 中 に聞 い た近 隣住民 の 話 に よ れ ば，従前建 物

は 4，5 階建 て が 多 か っ た との こ とで あ る，っ ま り床 面積

減少 となっ て い る 2 階建 て 再建 で あっ た，ま た建 物用途

の 点 か らは商業 系用 途 が ，補修建 物 で は 30．8％ に 対 し新

築再建 で は 84．2％ と高く，逆 に 住商併用 利用 が 補修 建 物

で 46．5％ に対 し新築 再建 で 4．9％ と 低 くな っ て い た ．こ れ

らの 結果 か ら，大 被害を被 っ た 建 物 の 除却 ・新 築再建 パ

ターン と して，住 商 併用 中層 ビ ル か ら，商業用 途 2 階建

物への 遷移 が 起 こ っ て い る こ とが裏付 け られ る ，
5）遷 移確率行列 を 用 い る こ と に よ っ て，3 時点の 再建 遷

移 をモ デル 化 した．二 項分 布 に基 づ く区 間推 定 に よ り，
期首間の遷移確率 凶 は 異 な り，調査データか らは 非マ ル

コ フ 過 程 で あ る こ と を支持す る もの と 言 え る ．ま た ス ペ

ク トル 分解 に よ っ て，主要 な再建 遷移 パ ターン を把 握 で
’
き る こ とを示 した．す な わ ち ， た とえ ば 工 事 中建 物 か ら

の 主 要遷移パ ター
ン と し て ，遷 移係数行列 か ら絶対値 の

大き い 固有ベ ク トル を選 択 し，新築 再 建 へ の 遷 移 が 主 要

パ タ
ーン で ある こ とが 得られ た，

（2）階数制限されたア ダパ ザ ル 市の 復興課題

　 調 査 結果 か ら ，
1999 年マ ル マ ラ地 震 に よ り被災 し除去

後 に 新 築再 建 し た 建 物 は ，従前の 低層階が 商業 で 中層階

以 上 が住居 とい う住 商併 用建 物 か ら，低層 商業 建物 へと

推移 して い る こ とが 示 唆 され た．こ れ は 言 い 換 えれ ば，
建 築規制に よ り，減築を伴 う建物 再 建が進行 して い る こ

と，また こ れ に よ り従 前分 の 住 戸 が 現 地再 建 を果 たせ ず，
住宅 不 足 が 生 じて い ない か ，市民 か らの 不満 は あが っ て

い な い の か，とい う疑 問 が生 じ る．ヒ ア リン グ し た 限 り

で は，関係機関で あ る大都市圏庁都市計画 担 当お よび 公

共 事業住宅省サ カ ル ヤ 県支所で は 住宅不 足 とい う認 識を

示 し て お らず，郊外復興住宅 団地お よ び 郊外地域 の 新規

開 発 で ，十分 な住宅供 給 が な され て い る とい う見解で あ

っ た ．ま た 建 築規制に つ い て 実際に 減築再 建 と な っ た 商

業 ビ ル オ 」 ナーや ，調 査 時 に住 民 と話 を した 限 りで は

「妥 当な こ と，緩和 すべ き で な い と思 う」 と い う回答が

大半 で あ っ た．こ の 点は郊外 復 興住宅 を含む住 宅不 動 産

市 場 の 分析 が必 要 だ が，階数 制限 に よ り従前床 面積以 下

の 再建 とい う厳 し い 条件 に 対 し て 従前権利者の 不 満が 激

し くない 理 由 と して 2 点 ほ ど指摘 で き る ．
　 1 点 目に 本論文前半 で 触れ た 災害法 に 基づ く公 的な住

宅 再建支援策，すな わ ち 中央政府 に よ る 分譲住宅 の 取得

／住 宅取 得 ま た は 現地再 建 の た め の 特 別 ロ
ー

ン ，とい う

優遇 策 （
一

種 の 財産 補償 策 ） を受 けて い る こ と．2 点 目

に ，震災体験で あ る．ア ダパ ザル は 1943年 に Mw6 ．6，
1967年 に Mw7 ，2 の 地震 に 襲わ れ，1943年 の 地 震では 死

者 336名，建物 全 壊 2，240棟，1967年 の 地震 で は 死 者 89

名，建 物全 壊 5，569 棟の 被害 に 見舞 われ て い る．っ ま り

1999年 の マ ル マ ラ地震 以 前 に，32 年 と 24 年 とい う間 隔

で 震災を経験 し て きた 都市で あ り，　 「次の 災害 で は，よ

り被 害 を少 な くす る都 市 をめ ざそ う」 とい う緩 や か な 住

民意 識 が あ る と思 われ る．
　調 査 地 点 481 の うち，9 年 目の 2008年 時 点 で 未再 建 地

点は 6．or眠29 地点）で，大都 市圏庁の 方針 に概 ね沿 っ た 中

心 部 の 再 建 が 進 行 して い る もの と考 え られ る．一方 で ，
中古車販 売 とい っ た 商業利用 で は あ る も の の 現況 か ら

「仮 設 利 用 」 と 見 なせ る調 査 地点 は ll．4％ （55 地 点）で あ

り，解体除去 され た建 物 の 本 格再 建 につ い て 歩留 ま りが

生 じ て い る面 もあ る．こ の 歩 留 ま りの 最 も大き な問 題 と

考 え られ る の は ，従 前 権 利 者 間 の 権 利 調 整 で あ る．減 築

を とも な う区分 所 有建物 の 再 建 に つ い て 合意形成 に か か

る法的な支援策は用 意され なか っ た．しか し本調 査で も

減築 を伴う二 階建 て 再建 事例は 75件確認 され て い る．こ

れ らの 再建 事例 に つ い て，権利調 整内容 を明 らか に す る

こ とが歩留ま り問題 を掘 り下げ て 考え る こ とに な ろ う．
　 最 後 に長 期 的 な視 点 と して ，発 災 時 3 階 建 て 以上 で 地

震後に 補修 した 建物 に つ い て は ，減築指導す る法制度手

法 もな く，地 震前 か らの 4
，
5 階建 て 建 物 と の ア ン マ ッ チ

景観 も表 出 して い る．都市 復興 とい う視 点 か ら，将 来 的

な 空 間 変化 と都市政策 の 対応 を追 っ て い く必 要 が あ る と

考 え られる ，
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補 注

（1）トル コ の 地 方 自治制度 と して ，1984 年の 大都市圏自治体制法

に基づ き，基礎 自治体の 連合 として 「大都 市 圏自治体」 を構 成

す る が （詳 し くは 例え ば 文献 8），ア ダパ ザル は 震災後 の 2000

年 3 月 に大 都市圏 自治体 とな り，移転復興を含む 開発計画立案

の 主体 とな っ て い る ．ま た 2004 年に さ らに 市域 を拡張し て い る ．

（2）死 因 に 関 して，建物 の 下敷 き にな っ て 亡 くな っ た 方 の 少 な く

と も 50％ は 6 時間 の 時 点 で 生 存 し て い た，と報告 され て い る

（IFRC／RCS，　Worid　Disasters　Report，2000）
（3）公 的機 関 も含め 即 地 的 な市街地 再 建 状況の モ ニ タ リン グ調査

が未 実施で 悉皆調査への 理解が難 し く．また地図利用 な どに許

可 が得 られ ず，調 査 に制 限 が課 せ られ る とい う条 件 も影 響 して

い る。

（4）2005 年調 査 は 8月 5 日か ら 6 日間．2006年 調査 は 8月 23 日

か ら 3 日間，2008 年 調査 は 9 月 1 日か ら 3 日間の 行程 を要 した．

（5）写 真が必 ず しも同
一
位置か らの 撮 影 で は ない た め 再建 変化を

認識 し づ らい 面 もある が ，データ 的に は GIS 上 で ID管理 し，画

像 も引き延 ば し 可能な質を確保 して い る ．

　 Efforts　Towards 　A 　Susta血able 　Future，　American−1國 sh　Council

　 19．Annua 璽C 〔）nference，2000
11）Saltarya　 Iki　 Bayindirlik　 ve 　 lskan　 Mudurlttgu，　 B雌 ng 　 Dosyasi，
　 2003．8．15
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